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　第106期（2018年3月期）中間期の事業の概況ならびに決算の内

容についてご報告申し上げます。

取締役会長取締役社長

■当中間期の概況と当社グループの主な取り組み

　当中間期の経済情勢を見ますと、国際的な政治情勢及び

政策面において先行きの不透明な状況が続いたものの、先

進国では雇用・所得環境が着実に改善し、景気は回復基調と

なりました。新興国においても、東南アジアなどにおいて内

需や輸出が好調に推移するなど、景気は総じて底堅く推移し

ました。

　このような情勢の中で当社グループは、開発面では、ハイ

パワーなブラシレスモータを搭載し、ＡＣ機並みのパワー・ス

ピードを実現した製品や、業界初となる集じん機との無線連

動機能を持たせた製品など、リチウムイオンバッテリ製品を

中心に新製品を投入しました。生産面では、海外工場におい

て現地調達比率を高めながらコストダウン強化を推し進め

るとともに、各工場において品質の安定性と生産性向上を

図るため、省人化設備の導入を継続して推進しています。営

業面では、ニュージーランド、オーストリアで社屋をリニュー
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※当社は2017年4月1日を効力発生日とする株式分割を行っており、過年度の数値を遡って修正表示しています。
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■連結売上高は中間期として2期ぶりの増収、過去最高を記録

　当中間期の当社グループの連結業績は、国内外市場におい

て売上が堅調に推移したことや、前年同期に比べ為替レートが

円安基調となったことから、売上高は前年同期比15.4％増の

2,309億5千1百万円となりました。利益面においては、為替の影

響などにより原価率は悪化したものの、売上高が増加したこと

などから、営業利益は前年同期比13.8％増の382億9千1百万円

（営業利益率16.6％）となりました。税金等調整前四半期純利益

は前年同期比15.8％増の394億5千6百万円（税金等調整前四半

期純利益率17.1％）、当社株主に帰属する四半期純利益は同

15.0％増の276億7千9百万円（当社株主に帰属する四半期純利

益率12.0％）となりました。

■中間配当金は1株につき10円

　当社は、年間配当金10円を下限とし、連結配当性向30％以上と

することを利益配分の基本方針としております。当期の中間配当

金につきましては、1株につき10円とさせていただきました。

　期末配当金につきましては、当期の業績が確定する来年4月下

旬開催の取締役会において、上記の配当方針に従って配当額を決

定し、株主総会において皆様にご審議いただく予定でございます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援ご協力を

賜りますようお願い申し上げます。

アルし、ポーランドのワルシャワに新たに支店を開設するなど、

地域・顧客密着の営業体制を強化させるとともに、充電式の園芸

用機器などの拡販に注力しました。
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増減率（％）2015年9月中間期 2016年9月中間期 2017年9月中間期

売上高
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税金等調整前当期純利益

当社株主に帰属する当期純利益
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当社株主の資本合計

総資産

株主資本比率

設備投資額

減価償却費

研究開発費
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634,897

84.5％
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7.4
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（単位：百万円）

（注）1.上記およびこの報告書で記載している金額は原則として百万円未満を四捨五入して表示しています。
2.当社は2017年4月に株式分割（1株につき2株）を実施いたしました。このため1株当たり当社株主に帰属する当期純利益については過年度に遡って修正表示しています。
また当該株式分割等を考慮し、年間配当金の下限を分割前の18円から10円に変更しています。

2017年3月期

414,999

62,564

15.1％

64,738

44,782

10.8％

502,170

597,249

84.1％

13,222

8,943

10,139

15,344

165.0

100.0
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トピックス

ニュージーランド、オーストリアに新社屋を建設し、販売・アフターサービス体制を拡充

中国工場 累計生産台数2億台を達成

　当社は、お客様に密着したきめ細かな営業活動の強化のため、グローバルネット

ワークの更なる充実を図っています。

　2017年4月、マキタ・ニュージーランドが従来の社屋からも近いオークランド市に、

また同年7月、マキタ・オーストリアがウィーン空港の近くにそれぞれ新社屋を建設

し、営業を開始しました。新社屋は、倉庫面積を大幅に広げ大容量の収納が可能にな

り、コードレス製品群およびアクセサリ商品などの展示や製品セミナーにも活用で

きる十分な広さのショールームを備えました。また、研修用スペースも併設した修理

場など、特にお客様へのサービスを重視した造りとなっています。

　今後も出荷・修理等のスピードを改善し、お客様へのトレーニングも充実させてい

くなど、更なる拡販およびサービス向上に取り組んでまいります。

　2017年9月、中国工場における累計生産台数が2億台に達しました。

　中国工場は、1995年7月に上海近郊の江蘇省昆山市にて生産を開始し、2000年

11月には中国で2社目となる生産子会社を設立するなど、順次生産規模を拡大してき

ました。

　今後も高品質な製品を継続して供給するため、品質管理の強化に努め需要環境

の変化に対応した最適な生産を行ってまいります。▲累計生産台数2億台を達成した中国工場の従業員
　2億台記念モデルは充電式チェンソー（ＭＵＣ353Ｄ）

▲マキタ・オーストリア新社屋

▲マキタ・ニュージーランド新社屋



新製品ダイジェスト
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■充電式集じん機　ＶＣ８６４Ｄ + １２５mm充電式防じんマルノコ　ＫＳ５１２Ｄ／５１３Ｄ

業界初となる充電式工具と集じん機との無線連動集じんを実現
しました。工具のスイッチをオンにすると無線連動により集じん
機が起動します。

当社リチウムイオンバッテリ２本を使用し、充電式でありながらＡＣ機同等のハイパワーを実現した
大型の１８０mm充電式ディスクグラインダです。

大型・高トルクタイプのブラシレスモータを搭載することにより、当社ＡＣ１００Ｖ機と同等の高速切
断を実現しました。また、電子制御により、軽負荷ではスピーディに、高負荷ではパワフルに自動変
速することで、状況に応じて最適な作業を行うことができます。

■１８０mm充電式ディスクグラインダ　ＧＡ７００Ｄ

当社１８Ｖリチウムイオンバッテリ
（２本）により、電源が取れない現
場などでも使用できる充電式集じ
ん機です。１充電当たりの作業量
は約５０分（BL1860B（2本）、吸
込み力５の場合）で、集じん容量は
８Ｌ、吸込み仕事率は６５Ｗです。

充電式工具では業界で初めて、集
じん機との連動集じん機能（無線
連動）を実現しました。ワイヤレス
ユニット（別販売品）は無線連動対
応の充電式工具であれば差し替え
て使うことができます。

「業界初※」無線で連動集じん！

ＡＣ機同等※のハイパワー

Bluetooth®のワードマークおよびロゴは、Bluetooth SIG, Inc. が所有する登録商標であり、
マキタはこれらのマークをライセンスに基づいて使用しています。

※2017年7月現在、当社調べ

※当社ＡＣ１００Ｖ機比

切断に要する時間（目安）

［Lアングル 50mm×50mm×厚さ5mm］ 時間 トルク（負荷）大

自動変速イメージ

自動で最適作業
負荷に合わせて

軽負荷はスピーディに、高負荷はパワフルに自動切替。

高速切断
AC機同等の

大型・高トルクタイプのブラシレスモータを採用。

ＶＣ８６４Ｄ ＫＳ５１２Ｄ／５１３Ｄ
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■充電式草刈機　ＭＵＲ１４４ＵＤ／１８５ＵＤ

■充電式ミニ生垣バリカン　ＭＵＨ２６４Ｄシリーズ　■充電式芝生バリカン　ＭＵＭ６００Ｄシリーズ

軽量化や操作性向上といった改良に加え「楽らくモード
（自動変速）」や「AFT（キックバック時に刃物を停止）」と
いった付加価値機能を搭載した充電式草刈機です。

誰にでもやさしい、先進の使いやすさ 草の密度で自動変速ができる充電式草刈機

充電式ならボタンを押すだけで簡単始動
全ての操作が手元でできる

形状を工夫したチップレシーバーにより、刈取った
枝葉が刈込み面へ落下するのを防ぎ、清掃の手間
を軽減させた充電式ミニ生垣バリカンです。

チップレシーバーで枝葉をキャッチ
省スペースの芝刈りやキワ刈りに
サッと使える充電式芝生バリカン
です。

刃物交換は半工具レス　
生垣バリカンと芝生バリカンの
チェンジが可能です。
チェンジには別販売品が必要です。

ライトウェイト＆コンパクト
２ウェイチェンジ

収集率の良いチップレシーバー 作業性の良いグラスレシーバ

①枝葉が落ちにくい

ワンタッチで左右どちら
でも付替えができます。

②枝葉が滑りにくい 刈った芝を収集

掃除の手間を大幅に低減。

刈込み高さ調整

3段階にカンタン調整。

平らな底で安定作業

作業時の安定感アップ。リブや溝、段差で防止

▶［中速］▶［高速］圧倒的ハイパワー
雑草の多い場所では

［低速］省エネ・低騒音
雑草の少ない場所では

回転スピード
インジケータ

楽らくモード
（自動変速）
ランプ

電源ランプ

カラミトリ
（逆回転）
ボタン

電源ボタン

（3スピード+楽らく）
低速→中速→高速→楽らく

①

②



Global Networkの紹介
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マキタ・ベルギー

　ベルギーは人口約1,100万人で、オランダ語圏（北部）とフラン
ス語圏（南部）に分かれており、同じベルギー人とはいえ、そのメ
ンタリティは北と南で全く異なります。どちらかというとビジネス
ライクな北部に対し、ラテン系の南部はのんびりとした感があり
ます。石工がポピュラーな市場ですが、ここ数年、ブリュッセルや
アントワープの人口増、および移民の増加に伴い、アパートやマン
ションの建築ラッシュが続いています。こうした中、幅広いレンジ・
商品力を持つマキタの強みを活かし、当社はベルギー電動工具
市場シェアNo.1の地位を築いています。中でも注目の主力商品
は「建築現場でこれだけ揃っていれば困らない」と好評の10機種
入りコンボキットです。

ベルギーにおける電動工具市場の特徴

　当社の営業活動は南北の経済
格差から北部の主要都市に偏り
がちでしたが、近年は南部地域
での実演セミナーや展示即売会
も積極的に行い「地域密着型」
の営業活動を展開しています。
9月には首都ブリュッセルにおい
て全国の優良販売店を招待し、
設立40周年記念パーティーを開
催しました。当日は会場内で充
電式OPE※製品、充電式クリー
ナをはじめ、無線連動対応の新
製品も紹介し注目を集めました。
　このような地域密着型の顧客
サービスの向上に努めてきた結
果、2017年3月期
の売上は前期比
2桁増を達成し、
今期も9月に単月
売上新記録を達
成するなど、好調
を維持しています。

地域密着型の営業活動を積極的に展開

　ベルギーの戸建て住宅は建物の表と裏に広々とした芝生の庭を構えるのが一般的で、春から夏にかけ

てのシーズンには芝刈機や生垣バリカンで庭を手入れする人々の姿をよく見かけます。これまでの園芸

工具はエンジン式や電源コード付きの製品が主流でしたが、昨今はエンジンの排ガスや振動・騒音、コード

付きの煩わしさを敬遠するユーザーも多く、マキタの強みである充電式OPE製品のポテンシャルが非常

に高い市場といえます。来るべき「排ガスゼロ時代」に備え、充電式OPE製品のラインアップを他社に先

駆けて拡充・拡販することにより、OPE業界でも確固たる地位を目指してまいります。

「排ガスゼロ時代」に備えOPE業界でも確固たる地位を目指す

▲OPE製品展示会の様子

※OPEは、園芸用・農業用・林業用など屋外で使用する
　各種工具機器（Outdoor Power Equipment）の略称です。

▲販売店の店内

▲設立40周年記念パーティーにて

会社名：S.A. Makita N.V.（販売子会社）
設　立：1977年2月
所在地：コルテンブルグ（ブリュッセル郊外）
好評の10種類入りコンボキット 

マキタ・ベルギー

フランス

ドイツ

オランダ

マキタ・ベルギー本社
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株式の状況

（円） （円）
5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

24,000

22,000

20,000

18,000

16,000

14,000

（2017年9月30日現在）
■ 所有者別の状況

■ 株価の推移
東京証券取引所における
株価チャート
高値

始値
終値

安値

黒色：始値＞終値
白色：終値＞始値

高値

終値
始値

安値

■ 利益配分に関する基本方針

当社は、年間配当金10円を下限とし、連結配当性向30％以上とすることを利益配分の基本方針としております。ただし特殊要因がある場合には、
これを加減算した調整後の当社株主に帰属する当期純利益を基に配当額を決定いたします。また、自己株式の取得については、機動的な資本
政策の遂行、資本効率の向上を通じた株主利益の増加を目的として、株価動向等を考慮した上で検討していく所存です。

2016年1月2015年1月2014年1月 2017年1月

当社の株価（左軸）

日経平均（右軸）

※当社は2017年4月1日をもって、普通株式1株につき2株の割合で、株式分割を実施いたしました。「当社の株価」は比較しやすいように、株式分割考慮後の値を記載しております。

自己株式
金融機関・証券会社

その他
国内法人

外国人 個人・その他

その他
国内法人

金融機関・証券会社

個人・その他外国人

株式数

株主数

（3.1％）
8,549千株

（11.1％）
31,190千株

（34.5％）
96,583千株

280,018千株

8,451名

（11.0％）
30,871千株

（88.8％）
7,508名

（40.3％）
112,825千株

（3.2％）
267名

（1.1％）
91名

（6.9％）
584名

自己株式（0.0％）1名

株　　　主　　　名 株式数（千株） 持株比率（％）

合　　計

17,131

11,335

8,438

8,426

7,761

6,919

6,012

6,003

5,800

5,277

83,104

6.12

4.05

3.01

3.01

2.77

2.47

2.15

2.14

2.07

1.88

29.68

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

株式会社マルワ

株式会社三菱東京UFJ銀行

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メロン　アズ　デポジタリー　バンク　フォー　デポジタリー　レシート　ホルダーズ

マキタ取引先投資会

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9）

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　メロン　エスエー　エヌブイ　10

株式会社三井住友銀行

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラスト　カンパニー　505001

1.  持株比率は当中間期末の発行済株式数の総数（自己株式を含む）を基に算出しております。  
2.  ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズは、
　 ADR（米国預託証券）の受託機関であるザ バンク オブ ニューヨーク メロンの株式名義人です。
3.  上記のほか、自己株式8,549千株を保有しております。

（注） 

発行可能株式総数 992,000,000株
280,017,520株（自己株式 8,549,102株を含む）

8,451名
（上位10名）

発行済株式の総数

大株主
株主数

■
■

■
■



会社の概要

商 号

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
執 行 役 員

社外取締役

社外取締役

常勤監査役

常勤監査役

監　査　役

監　査　役

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
執 行 役 員

取　締　役
常務執行役員 兼 生産本部長

品質本部長

購買本部長

開発技術本部長

開発技術本部副本部長

国内営業本部長

生産本部副本部長（中国工場担当）

海外営業本部長

管理本部長

■取締役および監査役

本社所在地 愛知県安城市住吉町3丁目11番8号
〒446-8502
TEL 0566-98-1711（代表）
ホームページアドレス   http://www.makita.co.jp/

創 業 1915年（大正4年）3月21日

1938年（昭和13年）12月10日

242億561万円

51社(国内1社､海外50社)

国内1ヵ所
海外8ヵ所(中国2ヵ所､米国､ブラジル、英国、
　　　　   ドイツ、ルーマニア、タイ）

連結
単独

15,976人
2,922人

設 立

資 本 金

主な事業内容 電動工具、エア工具、園芸用機器、
家庭用機器等の製造・販売

連結子会社

工 場

従 業 員 数

主要な子会社
マキタ U.S.A. Inc.
マキタ（U.K.）Ltd.
マキタ・ヴェルクツォイク G.m.b.H.（ドイツ）
マキタ・フランス SAS
マキタ Oy（フィンランド）
マキタ・ガルフ FZE
牧田（中国）有限公司
牧田（昆山）有限公司
マキタ・オーストラリア Pty.Ltd.
マキタ・ド・ブラジル Ltda.

取締役会長※

取締役社長※

後　藤　昌　彦
後　藤　宗　利
鳥　居　忠　良
丹　羽　久　能
冨　田　真一郎
金　子　哲　久
太　田　智　之
土　屋　　　隆
吉　田　雅　樹
表　　　孝　至
大　津　行　弘
森　田　章　義
杉　野　正　博
若　山　光　彦
児　玉　　　朗
山　本　房　弘
井　上　尚　司

（注）1. ※印は代表取締役です。
　　2. 森田章義、杉野正博の両氏は当社が証券取引所の定めに基づき指定した独立役員です。
　　3. 児玉　朗、山本房弘、井上尚司の3氏は社外監査役であり、当社が証券取引所の定めに
　　   基づき指定した独立役員です。

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

国内営業本部副本部長
（名古屋営業部担当 兼 特販部担当）

国内営業本部副本部長（大阪営業部担当）

アジア統括責任者 兼 中国販売責任者

欧州統括責任者

マキタ・コーポレーション・オブ・アメリカ責任者
兼 ブラジル工場担当

マキタU.S.A. Inc. 担当

マキタ (U.K.) Ltd. 担当

国内営業本部副本部長（東京営業部担当）

■執行役員
深　谷　　　靖
保　田　伴　晴
坂　本　伸　一
岩　倉　篤　伸
島　添　秀　樹
ラ リ ー・ペ ッ ク
リッチ・チャップマン
バリー・スマ ート
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愛知製鋼株式会社 顧問
昭和電工株式会社 社外取締役
株式会社ＬＩＸＩＬ 相談役
ミサワホーム株式会社 社外取締役

公認会計士
シロキ工業株式会社 社外監査役
ダイハツ工業株式会社 社外監査役
弁護士
名鉄運輸株式会社 社外取締役

(2017年9月30日現在)



株主メモ

事 業 年 度

定時株主総会

単 元 株 式 数

株主確定基準日

株主名簿管理人

同事務取扱場所

郵便物送付先

（電話照会先）

4月1日から翌年3月31日まで

6月

100株

1）定時株主総会、期末配当金
2）中間配当金

3月31日
9月30日

〒100-8233　東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

〒460-8685　名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

公 告 方 法

電子公告掲載アドレス

上場証券市場

電子公告

http://www.makita.co.jp/ir/index1.htm
（電子公告を行うことができない場合は日本経済新聞にて掲載）

東京、名古屋　証券コード  6586

ホームページを通じて、企業活動や製品に関する詳しい
情報をご覧いただけます。

当社は、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の
皆様がより投資しやすい環境を整えるとともに、当社株式の流動性
や投資家層の拡大を図ることを目的として、2017年4月1日付で当
社普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施いたしました。

新製品のご紹介、電動工具、ホーム用電動工具、園芸用機
器等の各種カタログのほか、取扱説明書などがご覧いた
だけます。

【製品情報】

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口座が

ないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関で

ある三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

当社の概要や沿革のほか、会社案内・CSR報告書などが
ご覧いただけます。

【企業情報】

業績の推移、決算情報、プレスリリースのほか、決算発表
予定日などの情報をタイムリーに提供しています。

【投資家情報】

【お知らせ】

■ホームページのご案内

■株式分割について

▲マキタ トップページ ▲投資家向け情報サイト
http://www.makita.co.jp/ir/index.htmlhttp://www.makita.co.jp/

1.住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

2.未払配当金の支払いについて

10

■ 分割比率：
■ 分割基準日：
■ 効力発生日：
■ 発行済株式総数：

1:2
2017年3月31日
2017年4月 1日
分割前 140,008,760株
分割後 280,017,520株
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